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令和６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 30 府 省 庁 名   国土交通省           

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 都市計画税 ） 

要望 

項目名 
物流総合効率化法の認定計画に基づき取得した倉庫用建物等の事業用資産に係る所要の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」（以下「物流総合効率化法」という。）に基づく
物流効率化のための計画（以下「総合効率化計画」という。）の認定を受けた者が、同計画に基づき取
得した事業用資産（以下「特定流通業務施設等」という。）について課税標準を以下のとおり軽減。 
・ 倉庫に係る固定資産税・都市計画税の課税標準を５年間１／２ 

・ 附属機械設備に係る固定資産税の課税標準を５年間３／４ 
 
・特例措置の内容 

上記特例を延長するとともに、物流総合効率化法の改正を前提に「物流 2024 年問題」等の社会情勢

の急激な変化に的確に対応できるよう、税制上の所要の措置を講じる。 

  

 

関係条文 

地方税法附則第15条第１項 

 地方税法施行令附則第11条第１項～第３項 

 地方税法施行規則附則第６条第１項～第９項 

 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第２条、第４条、第７条 

減収 

見込額 

［初年度］    ―  （ ― ）  ［平年度］    ―  （ ― ） 

［改正増減収額］ ―                             （単位：百万円） 

 

要望理由 
⑴  政策目的 

2024 年度からのトラックドライバーへの時間外労働の上限規制の適用などの物流をめぐる社会情勢の

変化に対応するため、物流施設の整備・機能強化を推進し、荷待ち時間が発生しない省労働力型の物流体

系の構築を目指すとともに、サプライチェーン全体の徹底した最適化を図る。また、これにより我が国経

済の持続的な成長と安定的な国民生活の維持を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

物流は国民生活や経済活動を支える不可欠な社会インフラであるが、人手不足や長時間労働等による厳

しい労働環境などの様々な課題が深刻化している。このような状況を受け、2024年度にトラックドライバ

ーへの労働時間規制の見直しが行われるが、これに伴い物流が停滞するおそれがあるという、いわゆる「物

流2024年問題」に直面している。 

トラックドライバーの長時間労働の大きな要因としてあげられるのが、車両の集中や倉庫内作業の遅れ

等により発生する荷待ち時間である。このため、サプライチェーンの結節点として重要な役割を果たす倉

庫が荷待ち時間の削減を含めた流通業務の合理化を一層推進することが強く求められているところ。 

また、「物流革新に向けた政策パッケージ（令和５年６月２日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会

議決定）」においては、「サプライチェーンの結節点として重要な役割を果たす営業倉庫が 2024 年問題等

の社会情勢の急激な変化に的確に対応できるよう、流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平

成 17年法律第85号）の計画認定制度に関し効果的な見直しを行い、物流ＧＸ・ＤＸ設備等の導入に加え、

物流施設の整備・機能強化を推進する。」とされており、荷主や倉庫業者を含む物流事業者における物流

負荷の軽減に向けた規制的措置等の導入が検討されているところ。 
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このような規制的措置等に合わせて、本特例措置に係る税制上の所要の措置を講じることにより、さら

なる物流施設の整備・機能強化を推進し、荷待ち時間が発生しない省労働力型の物流体系の構築を図り、

「物流2024年問題」の課題に対して取り組むことが必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策目標 ６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 
施策目標 19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の促進、みなとの振興、安定的な

国際海上輸送の確保を推進する。 

政策の 

達成目標 

総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）（令和３年６月15日閣議決定） 

 

●新設倉庫における荷待ち発生率 

【2020年度 約25% → 2025年度 ０%】 

●物流総合効率化法による認定件数（輸送網の集約） 

【2020年度 141件 → 2025年度 330件】 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

２年間（令和６年度及び令和７年度） 
 

同上の期間中

の達成目標 

― 

政策目標の 

達成状況 

― 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

― 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

特定流通業務施設の整備に当たっては、多額の設備投資資金が必要となる一方、投資の回収

にも時間を要するため、倉庫事業者は倉庫を新設する際に荷待ち時間の削減に資する設備の導

入に踏み切ることが出来ない。そのため、本特例措置の効果により、初期投資の負担を軽減し、

キャッシュフローを改善させることにより、倉庫新設時にトラック予約受付システム等を導入

するインセンティブとなっている。 

本特例措置により、輸送フローにおける労働生産性の向上が図られた特定流通業務施設の整

備が促進される。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

― 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

・ 自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業（令和６年度予算概算要求額：400百万円）自

立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業（令和６年度予算概算要求額：40百万円） 

・ 物流業務自動化設備導入支援（令和６年度予算概算要求額：200百万円） 

・ 新技術活用によるサプライチェーン全体輸送効率化・非化石転換推進事業（令和６年度予

算概算要求額：6,200百万円） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

予算上の措置は庫内作業フロー改善等により、物流施設側の作業の平準化や人手不足を補う

こと等に資するものである。一方で本特例措置は適用要件であるトラック予約受付システム等

の導入により、トラックドライバーの荷待ち時間削減を図るものである。 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置の適用は、物流総合効率化法の認定を受けた総合効率化計画に基づき、倉庫用建
物等を新たに取得した事業者に限定していることから、荷待ち時間が発生しない省労働力型の
物流体系を構築するためのインセンティブを与えるという政策目的に照らして、適切かつ必要
最低限の措置であるといえる。 
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税負担軽減措置

等の適用実績 

― 

  

 

 

 

「地方税にお

ける税負担軽

減措置等の適

用状況等に関

する報告書」

に 

おける適用実

績 

― 

  

税負担軽減措置

等の適用による

効果（手段とし

ての有効性） 

― 

 

前回要望時の 

達成目標 

「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）（令和３年６月15日閣議決定）」 
●特定流通業務施設の整備を伴う総合効率化計画の認定件数 
141件（2020年）→ 330件（2025年) 
●物流業務の自動化・機械化やデジタル化により、物流DX を実現している物流事業者*の割合 
*物流業務の自動化・機械化やデジタル化により、従来のオペレーションの改善や働き方改革などの
効果を定量的に得ている事業者をいう。 
【70％（2025 年度）】 

前回要望時から

の達成度及び目

標に達していな

い場合の理由 

― 

 

これまでの要望

経緯 

平成14年度   延長 臨港地区の倉庫等でデータ交換システム等を備えていない倉庫等を 

対象から除外 

平成16年度   延長 保税蔵置場･港湾上屋の課税標準を５／６に引下げ 

平成17年度   延長 対象施設の要件の見直し･保税蔵置場を対象から除外 

平成19年度   延長 港湾上屋については一般港湾運送事業者が取得したものに限定 

平成21年度   延長 立地要件に鉄道貨物駅周辺を追加・港湾上屋の課税標準を７／８に 

引下げ 

平成23年度   延長 立地要件の見直し・鉄道駅周辺を対象から除外 

         対象施設の見直し・物流施設（港湾上屋）を対象から除外 

平成25年度   延長  災害要件の追加・貯蔵槽倉庫の規模要件の見直し 

平成27年度   延長  対象施設の規模要件の見直し 

平成28年度   延長 ２以上の者の連携等、改正物流総合効率化法の見直し 

平成30年度   延長 

令和２年度   延長 

令和４年度   延長 要件追加 

 


